










1.　は じ め に
日本の総人口は減少を続けており，減少のペー
スは速度を増している。
厚生労働省が 2014 年 1 月 1 日にプレスリリー
スした「人口動態統計の年間推計」によれば，
2013 年の 1 年間に生まれた新生児は 103 万 1,000
人だった。一方，同じ年に死亡した人は 127 万
5,000 人であった。両者の差である「人口の自然
増減数」は（マイナスの）24 万 4,000 人となった。
これは過去最大の減少数である。
ちなみに，人口の自然減が始まった 2005 年の
年間減少数は 2 万 1,000 人だった。つまり，日本








続けており，2015 年には 7,640 万人になると予測
されている。
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【Abstract】
　The purpose of this research is to examine how Japan could sustain the social sustainability under the 
pressure of aging. In recent years how Japan is possibly affected by the social aging phenomenon has 
been discussed. In general the perspective of the future aged Japanese society is hopeless. Therefore 
especially in this paper we study on the possibility, that the good practice for employment of senior citizen 
would support the social burden of aging society in the future. In this meaning, private sectors would be 
required to hire the senior citizen, even after they formally retire.
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本の生産年齢人口は 1950 年代前半に 5,000 万人
を超え，1960 年代には 6,000 万人から 7,000 万人
台へ推移した。ついに 1990 年代半ばには 8,700
万人に達した。
しかし，その後は減少に転じ，2005 年には
8,409 万人となり，前年よりも 98 万人あまり減少
した。その後も 2006 年に 8,373 万人，2007 年に
は 8,302 万人と減少傾向を示した。そして，2010



















































































ぼ半世紀前にあたる 1968 年に「15 ～ 19 歳」の
労働力人口は 396 万人であったが，2012 年には
89 万人に落ち込んでいる。同様に「20 ～ 24 歳」
の年齢階級でも 723 万人（1968 年）が 428 万人
（2012 年）となっている。ところが，30 歳以上の
各年齢階級では労働力人口がいずれも半世紀前よ
りも増加している。とくに「60 ～ 64 歳」の労働

























わりから 1970 年代はじめまでは，20 歳代前半の
団塊世代が大きな集団となって，労働力人口の中
で「山」を築いている。彼らが 40 歳代前半と















生み出した山（35 ～ 39 歳）が団塊の世代が作っ
た山を追い越している。2008 年には，それまで
の数年にわたり最大のかたまりであった「55 ～
59 歳」に代わって「35 ～ 39 歳」が労働力人口の
中で最も大きな層となっている。さらに，2012
年には団塊ジュニアが 40 歳代に突入したことで











































































































れ以降は支給開始年齢が 3 年ごとに 1 歳ずつ引き
上げられ，2025 年には 65 歳（男性）となる5）。
こうした年金支給開始年齢の引き上げに伴い，




























2011 年 4 月に定年制を廃止している。これに並
行して公的年金の支給開始年齢は 2020 年までに
66 歳へ引き上げられる。さらに，支給開始年齢











は調査対象企業 14 万社中の 92.3%に達している。
中でも「希望者全員が 65 歳以上まで働ける企




300 人）では 68.1％と 7 割に近い。一方で，大企










結局，厚労省の調査結果では，2013 年 6 月の
段階で「高年齢者雇用確保措置」を実施する企業





































2012 年 10 月，飲料メーカーのサントリーホー
ルディングス（以下，サントリー）は定年を引き
上げて「65 歳定年制」を採用すると発表した








































図表 5 のように，Y 社では 60 歳到達時点で給





















『和光経済』第 46 巻第 3 号30
いったことも想定できる。そして，図中の三角形





















回すという。これにより，現在，210 万～ 240 万
円の 60 歳以上の年収は，能力に応じて，少ない



































































































































5756 62 64 6560
図表 8　三菱電機の「複線型人事諸制度」
（出所）著者作成。
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社員の平均年齢 68 歳，最高齢は 84 歳である。ま
た，シルバー社員の採用形態をみると，新規採用








































































































































R² = 0.4215 
図表 11　中高年齢者の雇用と若年新規雇用の関係
（OECD諸国 60～ 64歳と 20歳代前半の就業率）
（出所）図表 10 と 11 はともに総務省「労働力統計」（2012 年）から作成。
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の労働力人口は 1960 年代の後半に 5,000 万人を超え，1998
年には 6,793 万人に達した。1999 年以降は減少に転じたが，
2005 年には 6,651 万人となり前年よりも 9 万人増加した。
その後も 2006 年に 6,664 万人，2007 年には 6,668 万人と増
加傾向を示した。しかし，2008 年以降は再び減少し始めて



























8）	 朝日新聞 2012 年 11 月 28 日「働く人生，定年はない」参照。











14）	 Sankei	Biz	2013 年 1 月 14 日「65 歳までの雇用義務化，均
衡とれた「雇用」「賃金」確立を」。
15）	 同上。






第 10 巻第 2 号，2013 年。
20）	 平成 24 年度「70 歳まで働ける企業」実現に向けたシンポ
ジウム（2013 年 1 月 18 日（独）高齢・障害・求職者雇用
支援機構主催）での配布資料を参照した。











27）	 中日新聞 2011 年 2 月 15 日。
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